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｢金融商品に関する会計基準（案）｣及び 
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経 済 第 二 本 部 

 

 

本案においては、原則として、金融商品会計基準等が適用されるすべての金

融商品を適用範囲とし、金銭資産のみならず金銭債務の時価も開示対象として

いる。一方、適用指針（案）33 項で指摘しているように金銭債務の時価情報の

注記は投資者にとって有用な情報とはならないという見方がある。 

したがって、作成者の実務負担が過大とならないよう、時価情報の有用性の

低いものについては、開示を省略あるいは内容を簡略化するなど、十分な配慮

をお願いしたい。 

 

 

以下、各論について当会の会員企業よりコメントが寄せられておりますので、

提出いたします。 

 

(1) 適用指針（案）第 3項(1)②に関し、「重要な関連」について具体例を「参

考（開示例）」に記載していただきたい。 

 

(2) 適用指針（案）第 3 項(2)②に関し、「著しく集中」について開示例が設

けられているが、数値の目安等も記載していただきたい。また、「通常と大

きく異なる条件」、「時価の変動率が大きい特殊なもの」についても、「参

考 (開示例)」に具体例を記載いただきたい。 

 

 

以 上 


